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0厘lエコカレンダー

本報告書のこ利用にあたって

■編集方針
•本環境報告書は環境省 「環境報告書ガイドライン 2000年度版j に

準拠して作成しました。

・信越ポリマーグループの社員が持つ環境保全意識を、等身大でお

伝えできるよう社員が登場して紹介します。

■報告書対象期間
2001年4月-2002年3月

■発行
2002年11月（次回発行予定 2003年10月）

■報告書対象組織
●信越ポリマー（松東京工場

●信越ポリマー（松南陽工場

●信越ポリマー（松児玉工場

● しなのポリマー（松

●新潟ポリマー（株）

●浦和ポリマー（株）

■報告書対象分野
本報告書は環境分野について報告 しています。当社の事業概要は

会社案内 （ビジネスレポート2002)をご覧ください。

■シンボルマークについて
表紙 ＿ 裏表紙

「“グリーンな環境＂の中で当社の
キラリと光る価値を生み出していこ
う」といった気持ちを、緑の葉と光
る露に託して表現しました。

ヽ一藍色の水、緑の樹木、青い空
の組み合せで「生命力を継続
的に発展させよう J、また
Shin-Etsuカラーで信越ポリマ
ーの発展をイメージしました。

■装禎について
甕に 賽に

t;J -'.. ●鳴●巴● n
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大きな大きな地球にと って、信越ポリマーグループが取り組む環

境保全活動はまだまだ微力でしかないでしょう 。 しかし、いずれこ

の小さな取り組みが、芽をだし、葉をつけ、きっと大きな花を咲か

せるはず。永遠に環境保全活動に取り組み続ける私たちの意気込み

を、この装禎で表現しました。
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持続可能な発展を目指した
社会の形成のために

本年は南アフリカにおいてヨハネスブルグ環境サ ミットが開催され、国

内では地球温暖化を防止するために定めた京都議定書が批准されるなど、

環境問題への対応はますます重要なものとなっています。

地球の自然環境は大気、水、土壌圏及び生態系の間を物質が循環し、 生

態系が微妙なバランスを保つことによって成立しています。現在、自然環

境の自律的な恒常性や生態系の安定性が崩れ始めていますが、これがいわ

ゆる環境問題であり、これは私達の社会経済活動によって生じる環境負荷

量が、自然環境の循環によ る吸収機能を超えて増大していることから発生

しているのです。

わが国ではかつて高度経済成長期に『産業型公害』や『都市生活型公害』

が問題になったことがありますが、法が整備され、多くの関係者が努力す

ることで、これを乗り越えて来ました。2次にわたる オイル・ ショックで

は『省エネ』を合言葉にエネルギー消費量の低減に成功した経験も持って

います。このように今日の環境問題も一人ひとりが知恵を出し合う ことで

解決して行 くことができますし、現在はそのために最大限の努力をすべき

時と考えます。

当社では企業の立場で環境問題に取り組むために、2000年度よ り全社的

な環境保全への取り組みとして『グリー ン運動Jをスタートさせました。

これはわが国の法が求めている種々の対策を確実に実行する ことと、企業

として求め られている環境負荷の低減を具体的に実行するための運動で

す。当社ではこの運動を推進することで、海外を含む全ての生産事業所で

環境マネジメン トシステム (IS014001)認証を取得し、 また環境負荷の低

減に着実な成果を上げてきま した。

企業は、世の中から環境的・社会的評価を得なければ、生産活動の拡大

や経済的成長はありえないということを、近年幾つかの企業が実例で示し

ました。当社は経済的 ・環境的 ・社会的責任を果たすことで、持続可能な

発展を目指した社会の形成のために邁進して参ります。

代表取締役社長

1~ 油 致、
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圃 会社概要

社会との共存共栄を基軸とし、
企業成長を続けています。
信越ポリマーは、 1960年に信越化学工業（株）の子会社として設立され、それ以来、信越化学グループの一員
として42年間にわたる歴史とともに成長を遂げながら、大きく発展して来ました。

会社概要

会社名：信越ポリマー株式会社

設立： 1960年9月15日

本 社：東京都中央区日本橋本町四丁目 3番5号

生産工場：東京工場（埼玉県）、南陽工場（山口県）、児玉工場（埼玉県）

資本金： 11,635百万円

連結子会社： 14社

しなのポリマ一（株）、浦和ポリマー（株）、 新潟ポリマー（株）、（株）サンエース、ポリマー東日本（株）、

ポリマー化成品（株）、信越ユニット（株）、Shin-EtsuPolymer America,lnc.、Shin-EtsuPolymer Mexico, S.A. de C.V.、

Shin-Etsu Polymer Europe B.V.、Shin-EtsuPolymer (Malaysia) Sdn.Bhd.、蘇州信越緊合有限公司、

信越緊合物（上海）有限公司、 P.T.Shin-Etsu Polymer Indonesia 

Ii~:,:,-': • ・:・f.: :r/): :~sム9；□こ／竺::/、;:旦こ〗
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1999年 2000年 2001年 2002年
3月末現在 3月末現在 3月末現在 3月末現在

電子・機能部材関連事業 キーパッド、インターコネクター、OA機器用部品、シリコーンゴム成形品、塩ビコンパウンド

半導体・包装資材関連事業 半導体関連容器、エレクトロパック関連製品、ラップフィルム、プラスチ ックシート関連製品

建設資材・ 工事関連事業他 塩ビパイプ関連製品、プラスチック波板、シーラント、建築・店舗の設計・施工、その他
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I蘊事業フローチャート I 

I 得意先 I 

＿ 製品

＿ 原料

設計・施工他

＿ 製品の加工請負

電子・
機能部材関連事業

一国内生産子会社

しなのポリマー圏

国内子会社

（樹サンエース

海外生産子会社

Shin-Etsu Polymer 
(Malaysia) Sdn.Bhd. 

一
海外販売•生産子会社

Shin-Etsu Polymer 
EuropeB.V. 

海外生産子会社

蘇州信越緊合有限公司

海外生産子会社

国内販売子会社

海外販売子会社

Shin-Etsu Polymer 
America, Inc. 

海外販売•生産子会社

Shin-Etsu Polymer 
EuropeB.V. 

,,.___ 信越ポリマー（株）

-・
建設資材・
工事関連事業他

ポリマー東日本（株）

親会社

信越化学工業圏

半導体・
包装資材関連事業

一浦和ポリマー（樹

Shin-Etsu Polymer 
(Malaysia) Sdn.Bhd. 

-
海外生産子会社

P.T. Shin-Etsu 
Polymer Indonesia 

ポリマー東日本（樹

ポリマー化成品樹

海外販売子会社

Shin-Etsu Polymer 
America, Inc. 
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〇 主要製品

マーケットインの思想と最適化技術から
多彩な製品を製造・販売しています。

電子・機能部材関連 I 

●インターコネクター
液晶パネルとプリント基板の接続用を中心に、 IC実装用、電子部品実装用等広汎
に使われています。

!~ '1;{, 

約臀 ，鉱ユ
■キーバッド
シリ コーンゴム又はプラスチック製のキ
ーパッドであり、携帯電話、通信機器、
コンピュータ、自動車電装スイッチ等の
市場ニーズに対応しています。

■ OA機器用部品
LBP、FAX、複写機等の現像、 トナ
一搬送、帯電定着等に使用されるシリ
コーンゴムロール、フレー ド、分離パッ
ド等があります。

■シリコーンゴム成形品 ●塩ピコンバウンド
ヵ丁ーテル、チューブ、 0-リング等の 高摺動性、高流動性、抗汚染性、抗菌性、
メディカル用製品から電子部品治具に至 防カビ性など様々な機能性塩ビコンパウ
るまで様々なシリコーンゴム製品ニーズ ンド2,000種以上を扱っています。
に対応しています。

06 

半導体•包装資材関連 I 

●半導体関連容器 ●エレクトロバック関連製品
シリコンウェーハの輸送用ボックス及び キャリアテープは半導体デバイス、電子
工程用ボ ックスです。300mmウェーハ部品の自動実装に欠かせない包装材で
用容器の出荷も開始しています。 す。 ICや部品のスモールチップ化に対

応しています。

●ラップフィルム ●プラスチックシート関連製品
当社の食品包装用ラ ップは業務用を中心冷菓カ ップ、食品カ ップからブリスター
に販路を広げています。紙製品の耐熱お部品トレー、インテリアプレート、自動、
料理ペーパー 「ハイ！これ敷いて」も人車用加飾フ ィルムに至るまで幅広い用途
気があります。 に使われています。

I建即貰材・工事関連 I 

＼
 

■塩ピバイプ関連製品 ■プラスチック波板
下水道用パイプを中心に、ます・マンホ採光性、ファ ッション性、施工性に優れ
ールや推進管の供給など、下水道関連製たシンエツナミイタはエクステリアの機
品の領域を拡大しています。 能素材として柔らかな光で空間を彩りま

す。



厘l新経営戦略計画・環境基本方針・グリーン運動

将来の展望と希望を実現し、
創造性と活力に充ちた企業を目指そう。
信越ポリマーでは中期経営計画として 『新経営戦略計画』を掲げており、その中で地球環境保全を使命
の一つとして位置付けています。そして、地球環境保全に関する基本理念・行動方針を 『環境墓本方針』
として定め、信越ポリマー全グループの活動として 『グリーン運動』を展開しています。

I新経営戦略計画 I 
2001年 1月16日制定

21世紀！ 新たなる挑戦と飛躍
将来の展望と希望を実現し、
創造性と活力に充ちた企業を目指そう。
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口
g朱主、顧客、従業員社会及び地球環境に対し、その

求められている企業責任を果たす。

グリーン運動 I 
基本方針

2000年 4月1日スタート

グリーン運動は、環境面からの企業体質の強化・改善を目

的とし、これを当社の企業活動として定藩させて行くもの

です。

行動指針

＂ 環境パフォーマンスの改善•向上
①エネルギー使用量及びCO2排出量削減を推進する。

②ゼロエミッションに向けて、廃棄物排出量削減、

再利用、再資源化 （リサイクル）を推進する。

③化学物質の適正管理、 PRTR対象物質の排出量及

び移動量の削減を推進する。

ロ 環境マネジメントシステムの確立
譴 生産事業所において1S014001認証を取得し継続

的改善を図る。

E社会との環境コミュニケーション
Q膿境報告書の発行、インターネ ット・ホームページの

活用などを通じて、当社の環境保全への取組みを適切

に社会に伝える。

②顧客に対して必要な環境• 安全情報を提供するための

体制を確立する。

I環境基本方針 I 
基本理念

2000年3月3日制定

信越ポリマーグループは、地球環境保全を経営の最

重要課顆の一つと認識し、その求められている社会

的責務を果たすことにより 、持続可能な発展をめざ

した循環型経済社会の構築に積極的に参画します。

行動方針

＂ 環境保全活動を効果的・継続的に推進するため

の組織 ・体制を整備します。

口竺よ；；ここ匡::i竺戸、て~):;;
る法規制等を遵守すると共に、技術的、経済的

に可能な範囲で、 より高い目標を定め、環境保

全の目的とするところを達成します。

日 新製品開発の段階から、 調達・生産・使用及び

廃棄に至る各段階での環境影響を評価し、環境

負荷の低減に努めます。

a口寛教育等により、全社員に対して環境基本方

針の理解と、環境意識の向上を図ります。

日~:境保全活動の実施状況について 、 広く外部に
贔報を公開し、地域社会との共生を図ります。
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霞l事業活動と環境とのかかわり

当社が環境に与える影響
信越ポリマーは、合成樹脂原料（塩化ビニル樹脂及びシリコーンゴム等）を購入し、電子・機能部材関
連製品、半導体・包装資材関連製品及び建設資材関連製品を製造し、販売しています。

口量口
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環境保全活動概要
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B 2001年度ダイジェスト

信越ポリマーグループの
環境保全活動
タイジェスト
1年間にわたり信越ポリマーグループが手掛けて
きた主な環境保全活動をダイジェストにまとめま
した。

園P.10ヘ

国内外の全生産事業所で
1S014001認証取得を完了

2000年度迄の4事業所 （国内3、海外1)に、 2001

年度は7事業所 （国内3、海外4)が加わり 、国内及び

海外の全ての生産事業所で1S014001認証取得を完了 し

ました。

諭P.12ヘ

1994年度以後8年間で
最小のエネルギー使用量

エネルギー使用量は生産減の影響を受けて、データ集

計を始めた 1994年以後、最小を記録しました。しかし、

生産金額減で原単位は7.2%増加しました。

P.14ヘ

東京工場でコ・ジェネレーション・
システムの効率活用進む

東京工場では、2001年2月に導入し5月から稼動を開

始したコ・ジェネレーション・システムの利用効率アッ

プに取り組みました。例えば発生蒸気の塩ビ原料ブレン

ダーヘの熱源利用や、コーティ ングマシン乾燥炉への利

用等が挙げられます。

國P.16ヘ

国内生産事業所の半数が
廃棄物埋立ゼロを達成

2001年度はリサイクル率アップによる埋立ゼロ・単純

焼却ゼロ目標達成に取り組み、セメント原燃料化リサイ

クル手法を中心に、児玉工場、しなのポリマー（松、 浦和

ポリマー（松の3事業所が埋立ゼロを達成しました。

鬱P.19へ

第 1回PRTR届出を実施
2002年6月に平成13年度分のPRTR対象物質排出量及

び移動量の届出を行いました。最初の2年間はPRTR対

象物質使用量が年間5t以上の事業所に届出義務があり、

本年は東京工場と南陽工場が届出を行いま した。

匿P:21へ
ユーサーからのグリーン購
入等環境調査が増える

法規制化学物質の使用有無等の環境調査が急増してい

ます。当社ではそ うした環境関連物質のマネジメント体

制を確立するとともに、全社一元管理を行っています。

容器包装リサイクル法
対応について

当社は特定容器・ 包装利用事業者と して家庭用ラ ップ

フィルム化粧箱 （紙容器）、カラータイ包装 （プラスチ

ック包装）、シーラン ト容器 （プラスチック容器）、特定

容器製造等事業者として耐熱お料理ペーパー （紙包装）

に再商品化義務を負っています。平成14年度再商品化委

託契約料金は合計704千円でした。
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環境マネジメントシステム

全事業所が1S014001を取得しました。
今や企業は環境と品質の国際マネジメントシステム認証取得が必須とされています。当社は海外を含む
全ての事業所で1S014001、1S09000sを取得しました。

一事業所長

T 
環境保全委員会

環内
境部
管環
理 — 境
責監
任査
者員

事業所名 登録日

管
理
部
門

製
造
部
門

技
術
部
門

1S017025認定取得
当社分析センターは、試験所・

検査機関の国際規格である

IS017025 (旧ガイド25)の認定を

取得しました。これにより、試験

測定データの信頼性の維持・向上

に一層努めて参ります。

分析センター 2001.04.11 

認定番号

RTL00870 

認定機関

（財）日本適合性認定協会(JAB)

I 1s014001認証取得状況 I 

（国内事業所）

事業所名 登録日 認証番号 認証機関 生産品目 所在地

東京工場 2001.07.23 

南陽工場 2001.02.26 
日本化学 。 一 0 

JCQA-E-0232 、、
キューエイ（掛

塩ビハイプ関連製品、フ ノフフィルム

児玉工場

JCQA-E-0270 
日本化学 インターコネクター、エレクトロパック関連製品、プラスチックシ＿卜関連製品、 埼玉県さいたま市

キューエイ樹 ラップフィルム、塩ビバイ11'品連製品、プラスチック波板、塩ビコンパウンド 吉哩f町1-406-1

1999.01.11 日本化学 キーパッド、 OA機器用部品、

2002.01 .11 (更新）
JCQA-E-0040 

キューエイ樹 シリコーンゴム成形品

しなのポリマーI掛
1999.04.05 

JCQA-E-0056 
日本化学 キーパッド、インターコネクター、

2002.04.05 (更新） キューエイ（樹 シリコーンゴム成形品

浦和ポリマー（株）2001.04.23 

新潟ポリマー（樹 2001.11.26 

JCQA-E-0252 
日本化学 。

キューエイ閥
エレクトロハック関連製品

JCQA-E-0304 
日本化学 、，

キューエイ（掛
キ導体関連容器

山口県新南陽市

開成町4985

埼玉県児玉郡神川町

大字元原字豊原300-5

長野県塩尻市

大字広丘堅石2146-5

埼玉県北葛飾郡

栗橋町小右衛門1333

新潟県糸魚川市

大字大和川715

（海外事業所）

事業所名 登録日 認証番号 認証機関

Shin-Etsu Polymer Mexico, S.A. de C.V. 2002.07.02 UL-A11098 

Shin-Etsu Polymer Europe B.V. 

蘇州信越緊合有限公司

2001.06.12 2363/2.1 

Shin-Etsu Polymer (Malaysia) Sdn.Bhd. 2000.09.27 73329 

P.T. Shin-Etsu Polymer Indonesia 2002.01.12 E54090 

Underwriters Laboratories de Mexico, S.A. de C.V. 

TUV Nederland QA 

Bureau Veritas Quality International 

2001.11.16 CACEB 01-2001-261,UKAS 157 China Center For Environmental Management System 

SGS Yarslay International Certification Services 
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1S09000s認証取得状況 I 

（国内事業所）

事業所名 登録日•更新ほか 登録番号 認証機関 製品・サービスの範囲 適用規格

1998.01.12 積層シート製品、カレンダーシート製品及びラ ッ

東京工場
2001.01.12 (更新） 日本化学 プフィルムの開発及び製造並びにヒートシールコ JIS Z 9901-1998 

2001.07.30 (拡大） JCQA-0295 キューエイ側 ネクター製品及びプラスチック製スイ ッチ製品の (ISO 9001 :1994) 

2002.03.18 (拡大） 製造

南陽工場
2000.03.13 日本化学 硬質塩化ビニル管及びその関連製品の開発と製造 JIS Z 9901-1998 

2001.01.15 (拡大登録） JCQA-0662 キューエイ（掛 及び塩ビラップフィルムの製造 (ISO 9001 :1994) 

児玉工場
1997.03.03 日本化学 シリコーンゴムロール製品、 OA機器ブレード製品及 JIS Z 9901-1998 

2000.03.03 (更新） JCQA-0193 キューエイ（掛 び医理化工業用シリコーンゴム製品の開発及び製造 (ISO 9001:1994) 

1996.12.25 日本化学 インターコネクターの開発と製造及びラバーコン JIS Z 9901-1998 

1999.12.25 (変更登録）JCQA-0179 キューエイ（掛 タクトの製造 (ISO 9001 :1994) 

しなのボリマー（株）

1998.07.06 
JCQA-0346 キ日ュ本ー化エ学イ（樹 医理化工業用シリコーンゴム製品の製造

JIS Z 9902-1998 

2001.07.06 (更新） (ISO 9002:1994) 

1997.03.03 JCQA-0 96 日本化学 キャリアテープの開発と製造及びト ップテープの JIS Z 9901-1998 
浦和ポリマー（株）2000.03.03 (更新） 1 キューエイ（扮 製造委託管理 (ISO 9001 :1994) 

1997.03.03 日本化学 射出成形によるウェーハケース、電子機器部品の JIS Z 9901-1998 
新潟ポリマー（株）2000.03.03 (更新） JCQA-0190 キューエイ（樹 開発と製造 (ISO 9001 :1994) 

ポリマー化成品株）2002.07.29 
日本化学 プラスチック及びシリコーンゴム製品の仕入・販 JIS Q 9001 :2000 

JCQA-1131 キューエイ（掛 売並びに包装材料の企画・仕入・販売 (ISO 9001 :2000) 

（海外事業所）

事業所名 登録日•更新ほか登録番号 認証機関 製品 ・サービスの範囲 適用規格

Shin-Etsu Polymer Underwriters Laboratory 
ラバーコンタクトの製造

ISO 9002:1994 e 2001.03.15 UL-A9031 
M xico.S.A.de C.V. Inc. as 9000:1998 

1996.05.10 
TUFCERT 

-041006187 

Shin-Etsu Polymer ラバーコンタクト及びインター
ISO 9002:1994 

Europe 8.V. 1999.07.22 (更新）2363/1.1 
TUV Nederland QA 

コネクターの製造及び販売

2002.10.31 (更新）2363/4.1 ISO 9002:2000 

1996.10.30 
電気・電子製品用のシリコーンゴム

2000 (更新）
69195 スイ ッチ （インターコネクターを含

Shin-Etsu Polymer Bureau Veritas Quality む）とそれに関連した製品の製造

(Malaysia)Sdn.Bhd. International ISO 9002:1994 

1998.03.11 電気・電子部品用エンボスキャ

2001 (更新）
84184 

リアテープの製造

1997.12.31 Beijing 9000 Certification 
ラバーコンタクトの製造蘇州信越褻合有限公司 2001.01.18 (更新）Q-97116 Center For Quality System 

ISO 9002:1994 

P.T. Shin-Etsu 
2001.01.03 Q-19070 

SGS Yarslay International 射出成形によるウェーハケース
ISO 9001 :2000 

Polymer Indonesia Certification Services の製造
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國 っくる part1省エネルギー

エネルギー総使用量は過去8年間で
最小を記録しました。
2001年度の原油換算エネルギー使用量は前年度の83%に減少し、データ集計を始めた 1994年度以後8年

間で最小を記録しましたが、生産高が前年度の77%に低下したため、生産高原単位は7.2%増加しました。

Iエネルギー原単位を前期比 1%低滅する I 
東京工場、南陽工場、児玉工場では、エネルギー原単位前期比 1%低減を目標に様々な取り組みを行っています。

東京工場

コーティングマシ

ンヘの排熱蒸気供給
--・ などコ・ンエネレー

ション・システムの

効率向上を中心に取

り組みましたが、塩

ビ製品の生産ダウン

から 1.2%増加しま

した。

南陽工場

水冷循環ポンプや

フィードバック原料

輸送ブロワーのイン

バーター制御化等に

取り 組み 、 平均

2.9%の低減を実現

しました。

児玉工場＿ 
コ／フレッサー

のエア漏れ防止、

空調室外機の水冷

等に取り組みまし

たが、生産減の影

響を受けて前期比

6.7%増加しまし

た。

しなのポリマー（株）

電力計、デマン

ド計を類似設備毎、

大容量設備毎に取

り付け 、細分化デ

ータ計測体制を確

立しました。

新潟ポリマー（株）

射出成形機シリ

ンダーヘの放熱防

止材取り付け 、エ

場給水ポンプのイ

ンバーター制御に

よる高効率化等の ,-呼丑今：：
省エネに取り組み [ [ [ 

［ 

ました。

浦和ポリマー（株）

成形機の1時間以

上停止時ヒーター

自動オフシステム

を全成形機に展開

しました。

編 し

ID 
冒 - -.;.  ― I 
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事業所別エネルギー使用実態 原油換算エネルギー使用量年次推移

用途別エネルギー便用実態

東京工場

しなのポリマー（株）

児玉工場

南陽工場

新潟ポリマー（株）

浦和ポリマー（株）

設備機器

ユーティリティー

照明

空調

ロス

電力 L燃料 ー・一 生産高原単位

22,000 -------------------------------------

［口1犀 18
4,000 -

2,000 -

o _LL __ LL _L.l __ LL_ Ll__LL__ L_L_l_L_ -470 
1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 

（年度）

CO2排出量年次推移

CO2排出量 ・・·•・・・ CO2排出量指数

35,000-―ペ------. --------------------------1 00 
100 97 

iC  2350,000000 rnrr C 

2゚ 開
屋

t 20,000- -- -- -- 翡
＇ C 

3 15,000—• I--I卜-1:―--1 I―— 量 I - — 量 I - -I 「 -a.--80 

10,ooot ↓ ½{,f~,t,;, ト;F ;I,,・75
5,ooo- -- - 8L 0 _ _ _ _ _ 1―- 70 

0 -
1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 

（年度）

エネルギー管理指定工場※

電気第1種 ＇電気第 2種

゜ 0
,[0
 

℃) 

※ 「エネルギー使用の合理化に関する法律」におけるエネ

ルギー管理指定工場
電気第 1種：年間電力使用量1,200万kWh以上

電気第 2種：年間電力使用量600万kWh以上1,200万kWh未満

熱第 1種：年間燃料使用量 （原油換算）3,000kl以上

熱第 2種：年間燃料使用塁 （原油換算）1,500kl以上3,000kl未満

O
-

(0: 指定 ー：非指定）
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霞 呻保全活動事例2001

コ・ジェネレーション・システムの活用で
省エネルギーを推進しています。
省エネルギーを進めるために導入されたコ・ジェネレーション・システム。熱エネルギーのフル活用による総合効
率向上を目指し、様々な工夫を行っています。

当社が導入しているコ・ジェネは、発電

効率38%、スチーム発生効率23.5%、温水

回収効率20.4%で総合効率81.9%という極

めて性能の高いシステムです。 しかし実際 コ・ジェネ導入によるCO2削減効果

は、東京工場の稼動状況により 、エンジン (2001年度）

排熱回収エネルギーは100%有効利用に至

っておりません。そこで工務グループでは、

それぞれの利用効率を最大限に高めようと

様々な工夫を実施 しました。例えば、これ

まではガスを使用していたコーテ ィングマ

シンの乾燥炉に、スチーム を代替使用。ま

た、フィルム製造部の空調にコ・ジェネの

温水を使用することで利用率を高めました。

今後の課題としては、 温水の余剰分を有効

に活用することで、そのための工事を予定

しています。環境保全のため、これから も

省エネルギー活動を推進していきます。

削減エネルギー co, 換算値 co, 削減率

発電電力 3,217千KWh 5731 117% 

排熱回収空調電力 96千KWh 171 0.3% 

排熱回収蒸気発生 2,3891 1061 22% 

小計 696! 142% 

増加エネルギー co, 換算値 co, 増加率

発電用ガス燃料 769千ni 4741 97% 

総合効果

I <肖滋エネルギー） ー （増菰工不ルギ—) I 2221 I 4.5% I 

注：コ ・ジェネを導入しない場合のco,排出量 （計算値）
4,884!-CO, (2001年度）

コ・ジェネレーション・フローとエネルギーパランス

38.0% 

18.1 % 

17.4% 

14 

2.6% 
11.1 % 

16.1 % 
78.9% 

17.4% 

10.9% 
46.4% 
52.2% 

4.0% 
17.0% 
19.1 % 

3.0% 
69.4% 

1.3% 
30.6% 

（計画中）

サ ：定格効率 .... : 系内比率1

””：利用効率 - : 系内比率2

定格効率 81.9% 利用効率 63.9% ーロ
コーティングマシン乾燥炉応用例

ガス燃焼部に蒸気ラジエー

ター （熱交換器）を設置し、

⇒ 排熱回収蒸気によ り空気を

蒸気ダク ト
燃焼部へ供給される蒸気配管

加熱して乾燥炉に送風し、

ガス燃料を削減する。

裔繰炉

コ・ ジェネレーション・システム
コ・ ジェネレーショ ン (Co-generation)とは電力と熱を同時

に供給することを言い、 燃料 （ガス）を燃やして得られる熱を
電力に変えると同時に、蒸気や温水を有効に利用するシステム
で、熱効率が極めて高い特徴があります。従来の発電方式では
廃棄していた熱を回収して利用でき、また送電ロスもありませ
ん。 このシステムでは発電すると同時にエンジン排熱（排ガス
や冷却水からの熱）を蒸気と温水にして回収し、生産設備や空
調などに利用します。



国 呻保全活動事例2001

全社運動のシックスシグマ活動で
省エネルギーを実現しました。
しなのポリマー（株）穂高工場では、シックスシグマ活動のテーマに省エネルギーを選定、大きな成果を収めています。

穂高工場では、PB-RC成形室の空調用

ヒーターに使われる電力量の削減に務め

ています。ここ で使われる電力使用量は、

工場全体の約15%を占めてお り、削減に

成功すれば環境保全面でもコ ス ト面でも

高い効果が期待できる からです。そも そ

もPB-RC成形室の電力使用量が大き い

理由は 、室内の温度を常時コ ント ロール

する必要があるか らです。例え ば、 PB-

RCの樹脂は特殊な性質を持つため、温度

を一定に保たな ければ安定 して成形で き

ません。また、製造工程の環境を保持す

る目的で常に新しい空気を吹き込ませる

ことが必要です。

プロ ジェクト チームでは、空調の心臓

部にあた る 4台のエアー・ ハンドリン

グ・シ ステム （以下 、エアー ハン）に

様々な改善を加えま した。

最終的には電力量に して年間約20万

kWh、金額に して年間320万円の削減を

実現 しました。これからも工場一体 とな

って、その維持保全に努めていきます。

エアー ・ハン ドリング・ システム
2台の冷凍機と ヒーター 1基を内臓した空気

調整システム。季節ごとの温度に応じて空気を

暖めたり冷やしたりしながら、成形室に最適温

度に調整された空気を送り込むためのシステム。

〇は温悶互望羞；はは霊註
を安定送風する

エアーダクト iサイリスター制御 [.......、 熱霞対
ヽ ： ：←斤

;¥;L--臼 l
成形室内

●コンプレッサー冷却熱の利用
従来はヒーターを稼動させ、冬の冷たい外気を暖めていたが、 コンプ

レッサー冷却熱による温風（約45℃）をダク トにより確保。ヒーターの
稼動を減らしながら、温風を確保 した。

電力使用量推移

■ 休日停止効果 ● リターンパランス冷却熱効果 ・ 夏季省エネ効果
（千kWh)70---
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●コンプレッサー冷却熱の利用
暖かい外気を冷や し、コン

プレッサー冷却熱によ る温風
（約45℃)を利用することで、
ヒーターの稼動を減らしなが
ら、最適な温度を送風するこ
とに した。

● ON・OFF2段階制御
暖かい外気を冷やす

ため、従来は 2台の冷
凍機を稼動させていた
が、それでは冷やし過
ぎていたことがわかり、
冷凍機に「ON・OFF
2段階制御」を付け、設
定温度によ って稼動台
数が変わるようにした。

●熱電対の設置箇所変更
壁際にあった熱電対 （温

度センサー）では室内の正
確な温度を測定できないた
め、室内中央に設置するこ
とで常に正確な温度を把
握。冷凍機が無駄な稼動を
しないように した。

●外気吸込口からの
送風を一定化
調整された空気が送風さ

れる外気吸込口。きめ細か
な送風を確保することで、
室内に満偏な く送風できる ・

ようにした。 l 
●エアーハンの
休日稼動量を削減
特殊樹脂の品質を保持す

るため休日も空調を停止し
てはな らない室内。しか し、
その稼動量を半分にするこ
とで、 電力量削減を実現。
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園 っくる part2廃棄物削減・リサイクル

廃棄物のリサイクル率が
80%に向上しました。
2001年度は、廃プラ及び廃シリコーンゴムのセメント原燃料化リサイクルを中心に、埋立ゼロ・単純焼

却ゼロを目指して活動を行いました。その結果、リサイクル率が前年度の62%から 80%に向上しました。

i 3R*を踏まえ「埋立ゼロ・単純焼却ゼロ」を目標に廃棄物排出量を削減する。 1 

『廃棄物総排出量＝埋立量＋単純焼却量＋リサイクル量』という関係式に基づき、各生産事業所でリサイクル率向上

による埋立量・単純焼却量低減に取り組みました。

東京工場

廃棄物排出量
前期比39%削減を実現
廃棄物排出量前期比5%削減を目標に、

非塩ビ系廃プラのセメント原燃料化リサ

イクル及び発電燃料化リサイクルに取り

粗み、前期比39%削減を実現しました。

しなのポリマ一（株

埋立ゼロを達成
廃シリコーンゴムのセメント原燃料化

リサイクルを全社水平展開し、埋立ゼロ

を達成しました。

繭陽工場

廃棄物排出量
前期比37%削減を実現
廃棄物排出量前期比5%削減を目標に、

工程における廃棄原料の回収フィードバ

ック等の改善に取り組み、前期比37%削

減を実現しました。

新潟ポリマ一（樹

廃棄物埋立量
前期比68%削減を実現
廃棄物埋立量削減を目標に活動し、成

形機パージ廃プラのセメント原燃料化、

成形不良品のマテリアルリサイクル等を

実施し、前期比68%削減を実現しました。

児玉工場

埋立ゼロ・
単純焼却ゼロを達成
廃プラ及び液状シリコーンゴムを含む

廃シリコーンゴムのセメント原燃料化、

溶剤系原料のマテリアルリサイクル等に

取り組み、埋立ゼロ・焼却ゼロを達成し

ました。

浦利ポリマ一（株

埋立ゼロを達成
廃プラのセメント原燃料化リサイクル

及び発電燃料化リサイクルを実施、かつ

分別の徹底により埋立ゼロを実現しまし

た。

廃棄物緋出内訳 事業所別廃棄物排出実態

廃プラ類

金属類

一般ごみ • 生ごみ

段ポール

廃油

特別管理産業廃秦物

汚泥

その他

※3 R : Reduce (発生抑制）、Reuse(再使用）、 Recycle(再資源化）
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東京工場

しなのポリマー（株）

児玉工場

南陽工場

新潟ポリマー（株）

浦和ポリマー（株）



2001年度廃プラ・リサイクルの取り組み

東京工場 (7601) 

マテリアルリサイクル ’5 南陽工場 (1001) 

浦和ポリマー（株） (10!) 

塩ビ
高炉原料化 I 東京工場 （検討中）

発電燃料化 : 東京工場 (10t) 

ガス化溶融 I 東京工場 (30t) 

セメント原燃料イtJ 南陽工場 （検討中）
"' 

東京工場 (250!) 

マテリアルリサイクル 1
児玉工場 (501) 

新潟ポリマー（株） (1901) 

浦和ポリマー（株） (1301) 

シリコーンゴム及びl 巳 高炉原料化 東京工場 （検討中）

その他プラスチック 1
東京工場 (901) 

児玉工場 (280t) 

セメント原燃料化 ； しなのポ リマー（株） (3501) 

新潟ポリマー（株） （取組開始）

浦和ポリマー（株） (701) 

混合プラスチック l ガス化溶融 J 東京工場 （検討中）

(2001年度処理量）

廃棄物処理内訳 信越ポリマー廃棄物区分•分別基準

廃プラマテリアルリサイクル

廃プラセメント原燃料化

金属類

段ポール

その他

埋立

単純焼却

その他

廃棄物樽出量と年次推移

廃棄物排出量 ● 生産高原単位

5,000 ---------------------------------------
115.7 116.0 120 

108.8 
105.6 105.6 

0

0
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区分

一
事業系紙類

一般

廃棄物 一般ゴミ ・

生ゴミ

分別墓準

1,000 --

O -_..,,._._ ---....,__ ---_,-.._ ----,__ __ ---_,._ ----'--・---20 

1996 1997 1998 1999 2000 2001 

（年度）

段ポール等

産業 廃プラ類

廃棄物

汚泥

ガラス・

陶磁器屑

廃油

廃溶剤

廃酸 ・

廃アルカリ

金属類

その他

特別管理

産業廃棄物

コンピュータ用紙、事務用紙 （コピ

ー用紙等、機密文書等）

①一般紙、ミックスペーパー （ビニ

ルコー ト紙、宅配便梱包紙、窓付き

封筒、光沢紙、写真、ノン カーボン

紙等）

②一般コミ （木屑、植栽、除草、枯

葉、ウェス・ガーゼ・ 軍手等布類、

不織布、梱包・包装紙袋等）

＠ ゴミ （食堂残飯、茶殻、吸殻等）

段ポール、ボール紙、新聞紙、雑誌

①塩ビ、非塩ビ (PS、PET、ABS、

PC、pp、PE等）

②シリ コーンゴム、その他合成ゴム

汚泥、粉状プラスチ ック等

ガラス屑 、陶磁器屑 、耐火レンガ

屑等

潤滑油、可塑剤、液状安定剤、洗浄

油、 鉱物油•動植物油等
引火点70℃以上の有機溶剤・インク等

① pH2.1以上の廃酸 （廃硫酸、廃塩酸等）

② pH12.4以下の廃アルカリ （廃ソー

ダ液、金属石けん液等）

③アルコール、その他酸性廃液等

鉄屑 （廃配管、切削屑、シャフト 、

ボル ト、ナッ ト等）、 空缶 （ペール缶、

18蹂缶、 ドラム缶）、 電線屑

上記に該当しないもの （廃蛍光灯、

廃乾電池、廃パレ ット、 OA機器、分

別不能のもの）

① pH2.1以下の廃酸

② pH12.4以上の廃アルカリ

③特定有害廃棄物 （試薬類、鉛、 水

銀、ジク ロルメタン）

④ 引火点70℃以下の廃溶剤 ・廃油

（トルエン、キシレン、灯油、軽油、

揮発油等）
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口 呻保全活動事例2001

廃シリコーンゴムを
セメント原燃料化リサイクルすることで
埋立ゼロを推進しています。
児玉工場では「3R(発生抑制・再使用・再資源 化 ） ＋ 適 正 処 理 」 を 産 業 廃 棄 物 に 対 す る 基 本 方 針 と し て います。

でシリコーンゴムやプラスチックの廃棄物

が発生します。約2年前までは、他県の最

終処分場で埋立処理を行っていましたが、

環境保全を推進するため、-セメント原燃料

化リサイクルに取り組み始めました。その

受入先となったのが、児玉工場から車で 1

時間ほどの秩父太平洋セメント（松です。同

社は普通ポルトランドセメントや土壌固形

剤などを製造している日本有数のセメント

会社。巨大なロータリーキルン内で燃やさ

れる廃ゴム・廃プラは、環境への悪影響を

シリコーンゴム製品や合成樹脂製キーパ 全く及ぽすことなく、完全に処理すること

ッド等を生産する児玉工場では、製造過程 が可能です。その結果当工場では、 2002

18 

シリコーンゴムがセメント原燃料化リサイクルされるまで

~ 
製造工程でシリコーンゴム廃棄物が発生。
その量月に約4-5トン。

児玉工場構内のゴミ集積所に保管。鉄やガ
ラスなどが混ざらないよう丁寧に分別。

l-,. l 
¥ ¥ 

秩父太平洋セメント（株）
製造部
製造課
磯田達也さん

太平洋セメントでは、セメント製造プロセスで古くから廃タイ
ヤや高炉スラグなどの産業廃棄物を燃料として利用してきました。
原料である天然資源の削減につながるだけでなく、環境保全の観
点でも成果があるからです。近年ではそれらに加え、廃プラなど
の受け入れ要請が増加しており、信越ポリマーの児玉工場から集
められた廃シリコーンゴムもその中の一つと言えます。今後とも
私たちは、環境保全をますます推進するため、できる限りの対応
をしていきたいと考えています。

秩父太平洋セメント（株） ¥ 1954年起工。普通ポルトランドセメント、土壌固
：形剤系製品などを製造しており、一日の生産能力
；は80万トン。

トラックのシャベルですくわれ、塊状系投入
口と呼ばれる入口から投入。ベルトコンベヤ
ーに乗って、ロータリーキルン内へ。石灰石等
の原料とともに燃焼して影も形もなくなる。

年2月から埋立ゼロを実現しています。

セメント製造で廃ゴム・廃プラを利

用した際の特徴

①原料の組み合わせ方に幅と弾力を持た

せることができる。

②キルン内で高温 （約1450℃)燃焼する

ため、大気汚染の心配がない。

＠ 焼後の成分もセメント中に取り込まれ

るため、二次廃棄物が発生しない。

週に一度、トラックで秩父太平洋セメン
ト（株）へ運搬。



霞lまもる 化学物質管理

PRTR対象物質総使用量は
前年度の73%に減少しました。
2001年度のPRTR対象物質総使用量は798tとなり、前年度の73%に減少しました。環境中への排出量
及び廃棄物としての移動量は、昨年度の6.1%から 2.8%に半減しました。

PRTR総便用量とその内訳

2001年度PRTR対象物質便用量及び排出量・移動量

アジピン醸ピス(2-エチルヘキシル）

2 , 2 ' —アゾピスイソプチロニ トリル

直鎖アルキルペンゼンスルホン襲及びその塩

アンチモン及びその化合物

ピスフェノールA

ピスフェノールA型エポキシ樹脂（液状）

エチルペンゼン

エチレングリコール

pーオクチルフェノール

キシレン

銀及びその水溶性化合物

6価クロム化合物

酢酸ピニル

N,Nージメチルホルムアミド

有機スズ化合物

トルエン

鉛及ぴその化合物

ノニルフェノール

バリウム及びその水溶性化合物

フェノール

フタル酸ジ—n—ヘプチル

フタル酸ピス(2-エチルヘキシル）

フタル酸 n—プチル＝ペンジル

ほう素及びその化合物

ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル

ポリ（オキシエチレン）＝オクチルフェニルエーテル

ポリ（オキシエチレン）＝ノニルフェニルエーテル

マンガン及びその化合物

無水マレイン酸

モリプデン及びその化合物

0.07 

0.00 

臨
.01 

0.00 

0.02 

闘
-0.01 1.24 

0,58 

且0.01 
甜
,-1,10 

0.14 

u,02 

訊
,-1.18 
,05 
.00 

ー1.20

~.01 

綴

需~1.24

臨
蹄

100..000 1 

I 84 

.98 

6.1~ 

3.33 

S,3p 

11.92 

3.10 
3.10 

84 
4,2 

3.02 

綴

3.4~ 

2.68 

4~0 

3. 7 
2. 0 

10 

2 .34 

156.50 

5 .20 

l 
100 

製品への移行量

大気への排出量

水域 •土壌への排出量

廃棄物としての移動量

リサイクル量

4 9.3ヽ

■ 使用量(I) J I) 

1 ・ 排出量・移動量（

1,000 

19 



PRTR法（特定化学物質の環境への緋出量の把握及び

管理の改善の促進に対する法律）
2001年度PRTR対象物質集計表

特定化学物質の環境中（大気・水域• 土壌）への「排出量」と
廃棄物としての「移動量」について、その事業所が所在する都道

府県知事へ報告することが義務づけられています。

第1種指定化学物質 (354種）

PRTR対象物質（排出量・移動量報告及びMSDS交付義務）

第2種指定化学物質 (81種）

MSDS交付義務のみの物質

MSDS(化学物質等安全データシート）交付要請への対応

・MSDS交付義務のある当社製品についてはPRTR法等を受け

た新様式MSDSの作成を完了しています。

・MSDS交付義務対象外の当社製品についてもユーザーの交付

要請に対応しています。

PRTR (環境汚染物質の構出・移動登縁）制度への対応
- --
• 国内全事業所を対象としたPRTR対象物質の把握を行い、イン

トラネットを使った排出量・移動量集計システムを構築して

います。

•新規原材料については使用の都度、登録データの追加• 更新

を継続しています。

PRTR集計システム

●
M
S
D
S
登
録

全
社
使
用
化
学
物
質
管
理

●
P
R
T
R
排
出
・
移
動
量
登
録

ユel

MSDS : Material Safety Data Sheet 

PRTR : Pollutant Release and Transfer Register 

令
号

政
番

，
 
13 

24 

25 

29 

30 

40 

43 

59 

63 

64 

69 

102 

172 

176 

227 

230 

242 

243 

266 

271 

272 

273 

304 

307 

308 

309 

311 

313 

346 

アジピン酸ビス
(2-エチルヘキシル）

2,2'ーアゾビスイソブチロニトリル

直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及び
その塩 (C10-C14)

ァンチモン及びその化合物

ビスフェノールA

ビスフェノールA型

エポキシ樹脂 （液状）

エチルベンゼン

エチレングリ コール

pーオクチルフェノール

キシレン

銀及びその水溶性化合物

6価クロム化合物

酢酸ビニル

N, Nージメチルホルムアミド

有機スズ化合物

トルエン

物質名

鉛及びその化合物

ノニルフェノール

バリウム及びその水溶性化合物

フェノール

フタル酸ジ-n—ヘプチル

フタル酸ビス (2-エチルヘキシル）

フタル酸nーブチル＝ベンジル

ほう素及びその化合物

ポリ（オキシエチレン）
＝アルキルエーテル (C,,-C,s)

ポリ（オキシエチレン）
＝オクチルフェニルエーテル

ポリ（オキシエチレン）
＝ノニルフェニルエーテル

マンガン及びその化合物

無水マレイン酸

モリブデン及びその化合物

合 t
 

-＝＝ロ

比率

使用量大気への 水系への
(t) 排出量(t)排出量(t)

醒物として
0俳出l(t)

6.12 

3.33 

0.05 

5.30 

1.84 

11.92 

3.10 

0.03 

1.24 

6.84 

3.02 

0.09 

O.Q1 

0.45 

29.34 

6.09 

156.50 

3.45 

0.57 

2.68 

0.05 

489.34 

4.70 

0.19 

56.20 

1.24 

O.Q1 

0.02 

3.77 

0.01 

797.51 

100% 

0.01 

0.00 

0.02 

0.00 

0.00 

0.00 

2.81 

0.02 

0.00 

4.14 

0.00 

0.00 

0.01 

0.45 

0.19 

4.79 

0.02 

0.00 

0.00 

0.59 

0.00 

0.49 

0.01 

0.00 

1.93 

0.00 

0.00 

0.00 

1.34 

0.00 

16.84 

2.1% 

0.00 

0.00 

0.02 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.59 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

1.34 

0.00 

1.95 

0.2% 

0.06 

0.00 

0.00 

0.01 

0.00 

0.02 

0.28 

0.00 

0.01 

0.06 

0.58 

0.00 

0.00 

0.00 

0.91 

1.30 

0.11 

0.02 

0.18 

0.01 

0.00 

0.71 

0.01 

0.00 

0.05 

0.01 

0.00 

0.01 

0.01 

0.00 

4.34 

0.5% 
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・ 社外との環境コミュニケーション

広くステークホルダー（お取引先、株主
投資家、地域社会、従業員等）への
帽暉開示を目的として
環境コミュニケーションに取り組んでいます。

． 

溢ii盆のグリーン購入等

ユーザーからのグリーン調達に関する調査、環境関連物質 （使

用禁止物質、全廃削減物質）の製品への含有有無の問い合わせ、

MSDS提出依頼等の環境関連問い合わせを一元的に管理し、当社

の状況を正確に伝えるため、各事業部で回答総括責任者、技術担

当者を任命し、グリーン運動推進事務局 （技術グループ）を窓口

として回答書を提出しています。

ホームベージの活用

ホームページ上で、「環境保全

への取り組み」について紹介して

います。

(http://www.shinpoly.co.jp) 
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国 呻保全活動事例2001

製品に含まれる化学物質の情報を

積極的に公開しています。
当社は塩ビラップフィルムの安全性に関する情報開示において業界の中心になって取り組んでいます。

／
 

塩ビラップフィルムの安全性について、

当社は業界団体である日本ビニル工業会ス

トレッチフィルム部会の一員として、

2000年12月に塩ビラップフィルムに用い

る化学物質の情報開示を行いました。

その後、同部会が中心となり、これらの

化学物質の安全性データを、原材料メーカ

ーの協力も得て同会のホームページ上で随

時公開してきました。さらに、塩ビラップ

フィルムに使用される可塑剤に関しては、

試験研究機関と綿密な検討を重ね、内分泌

かく乱作用試験を世界に先駆けて実施しま

した。その結果、環境ホルモン作用の無い

ことを確認し、塩ビ食品衛生協議会会報等

で公開しました。

当社はこうした情報開示に積極的に取り

組み、同部会での中心的役割を担っていま

す。

塁
萩

証

含

•.?::UH.!.•• I ,, ピン●ク.,.,... (0. "',.,. ,, ピ9●,,. 争ル (C,0).,, ピ9●

日本ビニル工業会より開示された情報
～塩ビラップを製造するのに用いられている化学物質一覧表～

樹脂 ポリ塩化ビニル

可塑剤 アジピン酸ジイソノニル

アジピン酸ジ-n-アルキル

アジピン酸ジアルキル

アジピン酸ポリエステル

グリセリン酢酸脂肪酸エステル

エポキシ化大豆油

エポキシ化亜麻仁油

エポキシ化亜麻仁油脂肪酸ブチル

エポキシステアリン酸オクチル

安定剤 カルシウム化合物

亜鉛化合物（非水溶性）

マグネシウム化合物

イオウ系酸化防止剤

フェノール系酸化防止剤

アルコール類

パラフィン類

リン化合物

防曇剤 グリセリン脂肪酸エステル

ソルビタン脂肪酸エステル

高級脂肪酸アルキルエーテル

滑剤 ステアリン酸等の高級脂肪酸

その他 ブタジエンメタクリル酸

アルキルスチレン重合体

(2002年7月現在、日本ビニル工業会）

~塩ビ食品衛生協請会会報
No.138 (2002年3月）

匿茎涅廷乏砂宇g苔嚢

~ 
日本ビニル工業会とは
軟質塩ビ製品加工業の発展に寄与することを目的
として、昭和26年に設立された業界団体で、正
会員54社、準会員31社より構成されています。
URL: http://www.vinyl-ass.gr.jp/ 

可塑剤のm叫 co(動物培養細胞を用いた
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および抗アンドロゲン作用の試験J ~ 沈学物質評価研究機構
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日本ビニル工業会のホームページより
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園 グリーン運動

環境面からの企業体質の
強化・改善を目指し、

全社的な取り組みを行っています。
環境経営を目指す信越ポリマーグループの取り組みとして、 2000年 4月より『グリーン運動』を展開し
ています。また国内生産事業所を横断するテーマ分科会（省エネ部会、リサイクル部会）を組織し、情
報の共有化とレベル合わせを行っています。

I省エネ郷会・リサイクル分科会 l 

国内の全生産事業所を横断するグリーン運動専門部会で、各

事業所から選出されたメンバーによる定例会議を 2ヶ月毎に開

催し、各事業所の活動進捗状況報告と 、活動の方向について意

思統一を行っています。

Iグリーン運動全社発表会 l 

年 1 回 (11~12 月 ） 開

かれる経営トップヘの

成果発表会です。発表

内容は環境保全活動の

全社的総括報告と各事

業所の活動状況報告か

らなっています。

コりリーン置蘭全社！
冨

グリーン運動推進全社組織

匠日遍
委員長：社長
副委員長 ：環境保安担当取締役

総合企画担当取締役

（生産子会社）

一

事業所グリーン運動小委員会

（工場） （リーダー）

ー 工場長

工場長

工場長

社長

社長

社長

社長

（本社・支店・営業所）

本社監査G、総合企画G、海外支援G、

総務G、人事G、経理G、物流G、
購買G、環境保安G、情報システムG、マネジャー

分析センター、技術G

グリーン運動の取り組み

法規制遵守

教
育
・
訓
練

情
報
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開

t環
境
会
計

環
境
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テ
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T
環
境
広
告

1
環
境
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告
書

環境に配慮しながら持続的
発展を指向する経営。

．．． 
環環省
境境工
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術荷・
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•
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J
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源
、
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物
の
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．
環
境
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.
3
R
と
適
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1
・
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立
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・
単
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渇
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止

H
・
地
球
温
暖
化
防
止

全
生
産
事
業
所

ー

S
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1
4
0
0
 
1
認
証
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得

環境保安G
技術G
総合企画G

日浦委員長を囲む発表者

（販売子会社）

ーポリマー東日本（株）

ポリマー化成品（株

信越ユニ ット（株）

事業本部・事業部

大阪支店

名古屋支店

福岡支店

仙台営業所

札幌営業所

長野営業所

中国営業所

事業本部長・事業部長

支店長

支店長

支店長

所長

所長

所長

所長

社長

社長

社長

（海外事業所）

一ー曲
Shin-Etsu Polymer Europe B.V. 

Shin-Etsu Polymer (Malaysia) Sdn.Bhd. 

~ 
~I匹
P.T.Shin-Etsu Polymer Indonesia 

シンガポール支店

香港支店

社長

社長

社長

社長

社長

社長

社長

支店長

支店長
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国 安全衛生活動

『無事故•無災害』を目標に
安全管理、作業環境の維持•向上などの
活動を行っています。
『安全で快適な職場づくり、環境にやさしい職場づくり』を合言葉に、法遵守を基本に据えて、“ゼロ災’’
職場の構築に取り組んでいます。

労働災害発生件数、度敬率及び強度率推移

不休災害 休業災害 （参考）プラスチック製造纂

年度 g発生件数9発生件数月度数率 ＇強度率眉度数率 § 強度率

1996 14 

1997 6 

1998 10 

1999 13 

2000 17 

2001 14 

4 0.67 0.02 2.14 0.16 

゜
0.00 0.00 1.68 0.23 

6 1.85 0.07 1.58 0.09 

2 0.62 0.01 1.57 0.20 

2 0.63 0.01 1.53 0.23 

0.35 0.00 1.86 018 

休業災害度数率：休業災害による100万延労慟時間当りの死傷者数

休業災害強度率：休業災害による1000延労慟時間当りの労慟損失日数

環境保安管理体制

社長

環境保安委員会
委員長：環境保安担当取締役

環境保安グループ

1 

国内事業所
事業所長

I 
安全衛生委員会

ニ 境保安担当

海外事業所
事業所長

安全衛生委員会

二 境保安担当

休業災害度数率推移

-+-信越ポリマー -+-プラスチック製造業

2.5 

0.5 --

2.14 

--i-.86--

0.67 

。＿
1996 1997 1998 1999 2000 2001 

（年度）

休業災害強度率推移

ー・4言越ボリマー ー・ープラスチック製造業
0.25------- - ---

0.23 

0.15---

0. 1 --

0.16 

0.23 

0.18 

o--. ---~ ---------
1996 1997 1998 1999 2000 2001 

（年度）

技
術
部
門

製
造
部
門

管
理
部
門

技
術
部
門

製
造
部
門

管
理
部
門
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I環境法規制遵守 I 
信越ポリマーでは、 1992年に全グループを統括する環境

保安グループを設置し、環境保安担当取締役を統括責任者

として、遵法の活動を推進しています。

年 1回実施する環境保安監査では、遵法を前提とした「環

境保安監査チェ ックリスト」に基づき、当社に関わる環境

保全関連法規に定められた規制事項が適正に守られている

か、その管理・運営体制の確認を行っています。

環境保全関連法規

労慟安全衛生法

消防法

建築基準法

労1動安全衛生法施行令、労慟安全衛生規則、ボイラー及び圧力容器安全規則 有機溶剤中毒予防規則、鉛中毒予防規則、等

消防法施行令、消防法施行規則、危険物の規制に関する政令 危険物の規制に関する規則、火災予防条例準則 （市町村条例）

建築基準法施行令、建築基準法規則

環境法・条例
廃棄物処理法、資源有効利用促進法、容器包装リサイクル法、化学物質管理促進法 (PRTR法）、

省エネルギー法、大気汚染防止法、水質汚濁防止法、下水道法、浄化槽法、騒音規制法、振動規制法、等

社外表彰

名称 I 対象事業所 II 監督官庁 I 年月
日i

優良危険物施設表彰 東京工場 大宮市消防署・大宮市防災協会 1994年05月

平成7年度事業場無災害表彰 東京工場 大宮労慟甚準監督署 1996年11月

防火• 安全管理に関わる表彰 浦和ポリマー(~刹 久喜地区防火安全協会・久喜地区消防組合 1997年04月

労1動安全管理優良事業場表彰 新潟ポリマー(ffi 新潟労慟基準局 1997年07月

快適職場認定書授与 しなのポリマー(~*)穂高工場 長野労慟基準局 1998年03月

危険物保安功労事業所表彰 南陽工場 新南陽市危険物保安協会 1998年05月

埼玉労慟基準局長賞 （進歩賞） 浦和ポリマー（株 埼玉労慟基準局 1998年07月

平成9年度事業場無災害表彰 東京工場 大宮労慟基準監督署 1998年11月

労働安全管理優良事業場表彰 東京工場 埼玉労1動基準協会連合会 1999年06月

平成11年度事業場無災害表彰 東京工場 大宮労慟基準監督署 2000年11月

環境行政推進貢献事業所表彰 （感謝状） 東京工場 大宮市長 2001年04月

埼玉労慟局長賞 （進歩賞） 東京工場 埼玉労慟局 2001年07月

無災害記録証 （第2種270万時間） 浦和ポリマー（株） 厚生労慟省労慟基準局長 2001年10月

平成12年度事業場無災害表彰 東京工場 大宮労慟基準協会 2001年11月
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環境保全コストとその効果を、
可能な限り定量的に把握し、分析し、

公表していきます。
本年度は環境に対して、いかなる項目を、どれだけ計上しているかを示す環境保全コスト情報を報告します。

環境会計導入の目的
- - - - - -

12001年度環境会計の集計基準 I i2001年度の活動-- J 
●社内外のステークホルダー （利害関係

者）に対して、当社の環境保全活動へ

の取り組みに関する会計情報を公開し、

透明性を高めて行きます。

●環境保全に関する投資額や費用額を正

確に集計・把握し、取り組みの一層の

効率化を図るとともに、コストに対し

て最大の効果を引き出すことを目指し

ます。

(1澳計範囲

国内全生産事業所 （報告書対象組織と同一）

(2)対象期間

2001年4月-2002年3月

(3股資額等の按分比率

目的の水準に応じて 100%、50%、

25%、0%のいずれかを選択

環境保全コストは投資額2億6千万円、

費用額2億4千万円の合計5億円で、 これ

は対売上高比率0.9%になります。環境保

全コ ス トの中で大きな比率を占めている

のは、省エネ 、廃棄物削減・リサイクル

等の取り組みに関連する事業エリア内コ

ストで、 全体の86%となっています。

分類

1. 事業エリア内コスト

r・・-・・-
1-1. 公害防止コスト

大気汚染防止
水質汚濁防止
土壌汚染防止
騒音・振動防止
悪臭防止、他

・・-・・・・・---・ 
1-2. 地球環境保全コスト

地球温暖化防止
オゾン層破壊防止、他

1-3. 資源循環コスト
資源効率的利用
廃棄物リサイクル
廃棄物の処理・処分、他

2. 上・下流コスト

3. 管理活動コスト
EMSの整備・運用
環境負荷監視
従業員の環境教育
事業所緑化等、他

4. 研究開発コスト

5. 社会活動コスト

6. 環境損傷防止コスト

26 

小計

合計

(4穀備投資に係る減価償却費の取り扱い

過去4年間 (1997-2000年）に導入し

た設備に遡り対象期間について記載

(5環境保全コストの分類

環境省の 『環境会計ガイドライン2002

年度版』に準拠

主な取り組みの内容

原料タンク局所排気集塵機導入、排水処理設備導入、
原料室局所排気設備、ミスト集塵機設置、
浄化槽保守点検、空冷チラー騒音防止工事、
インク室排気改善、外気処理自動制御空調装置設置、
コンプレ ッサー室防音壁設置等

コ・ジェネレーション・システム導入、
原料輸送ブロワーのインバーター制御化、
コ・ジェネ発電機廃熱回収設備、原料混練機空転防止装置設置、
省エネ型成形加工機導入、空調室外機水冷、
JR駅—工場間送迎バス導入 （モーダルシフト ）、 室内照明インバーター化等

廃プラ・廃シリコーンゴムのセメント原燃料化及び発電燃料化、
廃シリコーンゴム破砕機設置、廃プラ粉砕品回収装置設置、
成形機用集塵機設置、コピー用紙の回収再生化等

再生紙使用、容器包装リサイクル委託費、
顧客からのグリーン購入調査に対する回答業務

ISO認証取得及び維持審査、 ISO内部監査、グリーン運動テーマ分科会、
環境保安委員会、環境保全委員会、電力管理システム導入、
電力計及びデマンド計設置、PRTR対象物質排出量・移動量把握、
EMS教育訓練、構内緑化等

塩ビラ ップの脱アルキルフェノール化、
塩ビコンパウンドのHCIフリー化、電力負荷平準化電池用電極板開発等

環境報告書発行、ホームページの活用等

該当なし

（単位：千円）

投資額 費用額

39,902 52,096 

171,596 42,431 

41,495 79,406 

252,993 173,933 

0 3,942 

3,982 44,780 

2,500 10,000 

0 4,100 

0 0 

259,475 236,755 



國 ェコカレンダー

信越ポリマーは会社設立以来、常に安全• 健康と環境保全を最優先にして事業活動を行ってきました。

ここではその歴史をまとめて紹介します。

I信越ポリマーグループのエコ・カレンダー

経営・方針など環境マネジメント

東京工場・事務部事務課に「安全衛生担当」設置

東京工場に「安全衛生委員会」設置

東京工場に「環境保全室」設置

「環境保安管理規程」施行

「環境保安委員会」設置

「環境保安グループ」設置

児玉工場が当社グループ初の1S014001認証取得

しなのポリマー（株）1S014001認証取得

「環境基本方針」制定

「グリーン運動」スタート

Shin-Etsu Polymer (Malaysia)Sdn.Bhd. lS014001認証取得

南陽工場1S014001認証取得

浦和ポリマー（株）1S014001認証取得

分析センター1S017025認定取得

Shin-Etsu Polymer Europe B.V. IS014001認証取得

東京工場1S014001認証取得

新潟ポリマー（株）1S014001認証取得

蘇州信越緊合有限公司1S014001認証取得

P.T. Shin-Etsu Polymer Indonesia IS014001認証取得

Shin-Etsu PolymE引vlexico,SA de C.V. IS014001認証取得

1961年04月

1961年09月

1961年09月

1969年12月

1970年04月

1973年07月

1973年12月

1974年01月

1974年06月

1975年02月

1980年01月

1983年10月

1989年03月

1989年05月

1990年11月

1991年01月

1992年04月

1992年10月

1993年05月

1993年07月

1993年10月

1994年08月

1999年01月

1999年02月

1999年04月

1999年07月

2000年03月

2000年03月

2000年04月

2000年06月

2000年07月

2000年09月

2000年12月

2001年02月

2001年03月

2001年04月

2001年04月

2001年06月

2001年07月

2001年11月

2001年11月

2002年01月

2002年07月

環境保全への取り組み ※赤字は事業所の設立です

東京工場建設

浦和ポリマー（株設立

南陽工場新設

しなのポリマー（株設立

新潟ポリマー（株）設立

PCB使用廃止

東京工場に「省エネルギー委員会」設置

省エネ法施行で、東京工場が電気管理指定工場に指定

東京工場に「5S運動推進委員会」設置

児玉工場新設

東京工場に「産業廃棄物対策プロジェクトチーム」設置

第1回環境保安監査実施

オゾン層破壊物質 (CFC、ハロン、 HCFC等）全廃

購入原材料のMSDS収集開始

水道用硬質塩ビパイプの脱Pb化実施

東京工場・ボイラー燃料変更（重油→都市ガス）

廃プラのセメント原燃料化リサイクル開始

（しなのポリマー（株戸電気化学工業（株））

改正省エネ法施行で、東京工場が第 1種電気管理及び第2種熱管理指定

工場に指定、南陽工場が第2種電気管理指定工場に指定

容リ法に基づき、国の指定法人・容リ協と委託処理契約締結

グリーン運動テーマ分科会（省エネ部会・リサイクル部会）をスタート

児玉工場が第2種電気管理指定工場に指定

化学物質管理イントラネットシステム構築

東京工場でコ・ジェネレーション・ システム導入、 5月運転開始

しなのポリマー（株）が当社グループ初の産廃 「埋立ゼロ」を達成
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ShirlEtsu 
信越ポリマー株式会社

お問い合わせ先

総務グループ

〒 103-0023
東京都中央区日本橋本町四丁目3番5号
TEL 03-3279-1712 
FAX 03-3246-2529 
URL http:/ /www.shinpoly.co.1p 
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環境報告書アンケート用紙
[ FAX 03-3246-2529 [ 

お読みいただきありがとうございました。ご意見をお聞かせください。

〇この環境報告書はいかがでしたか？
5段階評価で丸をご記入下さ い。

1. わかりやすさ ( 5 • 4 • 3 • 2 • 1 ) 
2. 内容の充実度( 5 • 4 • 3 • 2 • 1 ) 

eこの報告書は主にどのような立場でお読みになられましたか？
□ 当社製品のお取引先企業 □消費者団体
□企業・団体の環境保全ご担当 □ 官公庁• 自治体
D当社製品の生活消費者 □大学・学生
□株主•金融機関•投資家 □ 当社事業所近隣にお住まいの方
□報道機関 口 当社グループの従業員または家族
□環境NPO/NGO

~ 関心を持たれた記事又は印象に残った記事は？

/ 

ご意見やこ要望を自由にお書きください。

差し支えない範囲でご記入ください。

;;~ 1〒 電話 ;j出,I 男・女

ご住所（自宅・勤務先）

ご職業・勤務先

e-mailアドレス

信越ポリマー株式会社総務グループ
〒103-0023 東京都中央区日本橋本町四丁目 3番 5号

TEL 03-3279-1712 
URL http://www.shinpoly.co.jp 
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